
件 0
0 - - - - 0.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位
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前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０５ 豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税

税務課長  井上　久

収納課長　井上裕司　保険年金課長　舘澤俊幸

１．基本施策の平成27年度までの実現状況を明らかにする

市行政を支える市税の適正な確保のため、事務電子化の推進と人材資源の資質向上により、公正、適正な課税が進展し、市

民からの信頼性が確保された行財政基盤の安定化を目指します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮 電子申告等の利用率

1 ら 50 53 56 60 61 Ａ
％ 48

し 54 - - - - 46.2

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 62 64 66 68 70 Ｄ
％ 61

福 57.6 - - - - △37.8

暮 固定資産評価審査委員会の容認決定件数

3 ら 0 0 0 0 0 Ａ
件 0

し 0 - - - - 0.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06050100 住民・諸税の適正課税と電子化推進
暮

電子申告等の利用率
1 ら

50 53 56 60 61 Ａ
し ％ 48

54 - - - - 46.2

06050100 住民・諸税の適正課税と電子化推進
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
2

62 64 66 68 70 Ｄ
福 ％ 61

57.6 - - - - △37.8

06050200 固定資産税の適正課税と電子化推進
暮

固定資産評価審査委員会の容認決定件数
3 ら

0 0 0 0 0 Ａ
し



り

継課題
Ｂ 課題あり

【今

組

後の方向性】

引き続き

み

市行政を支える市税の

と

適正な確保のため、事

方

務の電子化を進めなが

針

ら、各種研修により職

に

員の資質向上を図り適

つ

正

課税を継続し、知識

い

が継承できチェック体

て

制が十分に機能する組

の

織づくりを、常に検討

達

・改善していく必要が

成

あります。

【引継課題

（

】

・複雑な税制改正に

実

ついて、正確な理解と

現

継続的な啓発が必要で

）

す。

・省力化と正確性

状

を図るため、更なる電

況

子化と職員の資質の向

(

上を図る必要がありま

１

す。

) 基本施策の実現に影響する社会環境変化

(２) 政策との関連性から基本施策の見直し

４．基本施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする
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前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０５ 豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税

税務課長  井上　久

収納課長　井上裕司　保険年金課長　舘澤俊幸

２．基本施策の実現に向けての平成27年度までの取り組み状況を分析する

Ｂ 概ね達成した

・市行政を支える市税の適正な確保のため、事務の電子化を番号制度の活用も含めてさらに進めながら、各種研修により職

員の資質向上を図り適正課税を継続し、知識が継承でき

政

チェック体制が十分に

 

機能する組織づくりも

 

検討しました。

・番号

 

制度の活用について、

 

税システム及び関連シ

策

ステム内の対応を進め

:

ました。

(２) 基本

基

施策内の取り組みと方

本

針のうち、平成27年

施

度の重点課題の達成（

策

実現）状況
Ａ 達成した

:

【重点課題】

・各種研

主

修による職員資質の向

管

上を図り適正な課税を

課

継続します。

・部分改

長

良により一部業務の電

職

子化を実現するととも

・

に、番号制度の導入準

氏

備を本格的に行います

名

。

【重点課題に対する

関

達成状況】

・各種研修

係

への参加などにより職

課

員資質の向上を図りま

長

した。

・地方税法等の

職

改正に伴う改良など一

・

部業務の電子化を行い

氏

、番号制度の導入準備

名

を本格的に行いました

(

。

３．基本施策の実現

１

に向けての平成27年

)

度実施後での変化を認

 

識する

Ｂ 社会環境変化

基

あり

・景気は緩やかな

本

回復傾向にありますが

施

、少子高齢化は着実に

策

進みますので生産年齢

目

人口の減少や地価の下

標

落傾向などによ

り、税

の

収の大きな伸びは期待

達

しづらい状況となって

成

います。

・人口規模や

（

地理的条件などから、

実

中期的には比較的安定

現

した税収が確保されて

）

いると考えていますが

に

、番号制度の本格実

施

向

対応や一層の適正課税

け

の継続が求められてい

た

ます。

Ａ 必要なし

政策

計

達成のため、引き続き

画

同一内容の基本施策の

期

実施が必須であるため

間

、見直しの必要はあり

内

ません。

(１) 平成

の

29年度方針策定に際

取

し、今後の方向性や引



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(２)所管施策別事業実績表

No 施    策    名
計画額 実績額 比較 (%)
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前期基本計画 平成２７年度 基本施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０５ 豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税

税務課長  井上　久

収納課長　井上裕司　保険年金課長　舘澤俊幸

06050100  住民・諸税の適正課税と電子化推進

17,971 15,498 △13.8

06050200  固定資産税の適正課税と電子化推進

22,605 21,069 △6.8


